
平成１５年度岐阜県一般会計当初予算案の概数 平成15年２月４日

１ 予算規模
一般会計予算規模としては、８，２００～８，２１０億円程度となる見込み

（前年度当初予算 ８３４，６５０百万円)
○対前年度比 －１．７％減程度となる見込み
○予算規模としては、２年連続マイナス予算となる見込み

２ 予算編成の考え方
テーマ 「モノ」から「ヒト」へ 「人間中心主義」

平成１５年度当初予算は、
・ 国・地方の三位一体改革により国庫補助負担金の削減や地方交付税総額の抑制が図
られたこと、景気情勢の悪化に伴い県税収入の大幅な落ち込みが予想されたことから、
極めて厳しい状況下での編成を余儀なくされた。
・ このため、３年先も見越して中期的な財政の健全性維持に留意しつつ、経常的経費
の思い切った削減に努める一方、
・ 現下の厳しい経済・雇用状況から県民生活を守りながら、大きく変革している時代
（人口減少・少子高齢化の進展、自己責任時代の到来等）に的確に対応していくため、
・ これまでの「５つの改革」の成果を生かし、２１世紀型県政への離陸に向けて、
「人間中心主義（県民主役）」の視点から施策を総点検・再構築し、下記の重点戦略
を中心に、「人づくり」も含めた将来への投資に財源を重点配分し、予算を編成。

※５つの改革…「行政」「経済」「教育」「社会」「生活」の各行政分野の改革

３ 重点戦略

４ 当初予算案のフレーム等

[歳入見込み]

[１] 定住人材のフル活用・外部人材の導入
(1) 知恵を活かすためのインフラ整備(ソフト・ハード)～人を活かす環境整備～

(2) 知恵を生む人づくり（「人づくり」は公共投資・公共事業）

(3) 知恵産業おこし（知恵で創る・知恵で売る・知恵を生む人づくり）

[２] 緊急対策としての雇用の確保
(1) 雇用対策

(2) 雇用誘発効果の高い「交流産業」の振興

(3) 民業（ＮＰＯを含む）を生む「アウトソーシング」の徹底

[３] 分権国家の構築、自主・自立・自衛・自給体制整備

○
分権国家の構築を国に迫ると同時に、地方自らが自主・自立・自衛・自給
体制

を整備し、地域のことは地域で守っていく「地域自立戦略」を展開

＜１４年度＞ ＜１５年度＞

①県税収入 ２，０９７ → １，９３７億円程度 ▲１６０億円 ▲ ７．６％

②地方交付税 ２，１５０ → ２，０１４億円程度 ▲１３６億円 ▲ ６．３％

③県 債 １，０６６ → １，２９７億円程度 ２３１億円 ２１．７％

うち、「臨時財政対策債」（赤字地方債、交付税算入率１００％）

２６４ → ４８０億円程度 ２１６億円 ８１．８％

県債依存率 １２．８ → １５．８％程度 （当初予算に占める割合）

（赤字地方債除く） ９．２ → ９．５％程度 （発行方針…１１％以下に抑制）

④基金繰入金 １９６ → １６１億円程度 ▲ ３５億円 ▲１８．２％



[歳出見込み]

[地方債残高]

[基金残高]

ルール化されているものを除き、原則取崩しは行わない方針

＜１４年度＞ ＜１５年度＞

①人件費 ２，５６３ → ２，５３３億円程度 ▲ ３０億円 ▲ １．２％

知事部局 ４３０ → ４１３億円程度 ▲ １７億円 ▲ ３．９％

平成１２年度から５年間で職員２５０人を削減

教育委員会 １，７７１ → １，７５６億円程度 ▲ １５億円 ▲ ０．８％

教育改革対策分として、個性を伸ばす教育等で教員１４３人増

警察本部 ３６２ → ３６４億円程度 ２億円 ０．４％

治安対策強化分で警察官６０人増

②公共投資

公共枠事業 １，１２８ → １，１７１億円程度 ４３億円 ３．８％

（国補正を活用した１５カ月予算）

県単枠事業 ４７０ → ４５０億円程度 ▲ ２０億円 ▲ ４．３％

合 計 １，５９８ → １，６２１億円程度 ２３億円 １．４％
国補正予算を活用して１５カ月予算とした場合、前年度を上回る事業費が確保できる見通し

１４年度末残高見込み １兆１，２７７億円程度 【県民１人当たり】５３５千円

うち、交付税算入額 ６，６５３億円程度 （５９％） 【県民１人当たり】３１５千円

実質返済額 ４，６２４億円程度 （４１％） 【県民１人当たり】２２０千円

１４年度末残高見込み ８３４億円程度 【県民１人当たり】 ４０千円


